
日本私立学校振興・共済事業団の助成業務に関する平成15年度に係る業務の実

績に関する評価〔全体評価〕

評 価 項 目 評 価 の 結 果

○事業活動 日本私立学校振興・共済事業団（以下 「事業団」という ）の設立の目的で、 。

ある私立学校の教育の充実及び向上、経営の安定のための私学振興施策につい

て、中期計画に掲げた内容に沿った見直しが着実に進んでいると認められる。

補助事業 各学校法人から書類の提出時期を早期化することにより、中期目標期間に補

助金の交付決定時期を早期化するための準備が着実に進んでいる。

次年度以降も、補助金の交付時期を早めるための努力を継続していくことが

望まれる。

貸付事業 債権管理については、返済期日に関する注意喚起等、新たな滞納を発生させ

ないための適切な努力がなされているとともに、延滞債権についても適切な督

促、延滞解消のための学校法人への財務指導等が行われたことにより、リスク

管理債権の割合が年度計画における目標である3％を下回る2.32％となったこと

は評価できる内容であり、中期目標達成に向けて着実な成果が得られた。

貸付けの相手方が私立学校を設置する学校法人であることから、風評被害に

よる学生募集力の低下等を招かないよう注意しつつ、今後も適切な対応が望ま

れる。

受配者指定 電算処理方法マニュアルを作成したことにより、１件あたりの平均審査期間

寄付金事業 は年度計画に掲げた2％を上回る3.9％短縮されていることは評価できる内容で

あり、中期目標達成に向けて着実な成果が得られた。

次年度以降も、事務手続きに関して、絶えず必要な見直しを行うことにより

処理期間の短縮を図っていく努力が望まれる。

学術研究振 事務処理の効率化を図ることにより、年度計画で目標とした日時よりさらに

興基金事業 数日審査期間を短縮することにより、内示時期が早期化されたことは評価でき

る内容であり、中期目標達成に向けて着実な成果が得られた。

次年度以降も、改革意識を継続することにより、さらなる審査期間短縮への

努力が望まれる。

教育条件・ ①基礎データ入力時におけるセキュリティの強化のためのプログラム修正、

経 営 情 報 ②負荷分散システムの構築、③私学情報データベースバックアップシステムの

、 、支援事業 構築 ④私学サーバファームファイアウォールバックアップシステムの構築等

事業団が目指す情報システム構築のために年度計画に掲げた目標を全て達成し

た点を評価する。本事業についても中期目標達成に向けて着実な成果が得られ

た。

次年度以降も、構築した情報システムをいかに有効に活用していくかについ

て、絶えず検討することが望まれる。



情報収集・ インターネット、電子メールを活用した情報収集システムを構築することに

提供・広報 より事務の効率化が図られており、中期目標の達成に向けておおむね成果を上

・普及啓発 げている。

本事業については、担当者のスキルアップを図りシステムをより有効に活用

できるよう、学校法人事務担当者向け研修会の回数を増やすこと、引き続き事

務の効率化を図るための数値目標の設定に関する検討が望まれる。

○事業運営 事業運営に関しても、財務関係、人事関係等について、中期計画に掲げた内

容に沿った見直しが着実に進んでいると認められる。

事業団に独立行政法人的な管理手法が導入されたのは平成15年10月からであ

り、今回評価すべき期間は後半の半年間ではあるが、年度後半だけではなく、

運営（理事 年度を通じて、私学の振興を目的として行うあらゆる業務について、サービス

長等のマネ の向上・事務の効率化に向け事業団が、理事長のリーダーシップのもと一丸と

ジメント） なって努力していくという姿勢が伺えた。

次年度以降も更なるサービスの向上・事務の効率化に向けた努力を期待した

い。

印刷製本、機関誌発行、建物修繕に関する工事等に競争入札を実施すること

により一般管理費を削減するとともに、職員を１名削減することにより人件費

財 務 を削減し １％以上の総費用の縮減を達成するとともに 事業団が発行する 今、 、 「

日の私学財政」を増刷し有料販売することを決定しており、新たな収入源に関

する検討も行われている。

しかしながら、事業団の収入支出予算に関しては、事業団の性格上さまざま

な要因から、今後の不確かさが懸念されるところであり、新たな収入財源を確

保するための方策等引き続き事業団の経営安定のための検討が望まれる。

私立学校の教育条件・経営の改善に向けた取組みを支援するため、改善方策

の考え方、改革の実践について学ぶための研修及び独立行政法人的管理手法導

人 事 入に伴う職員の意識改革、資質向上のための研修が計画的に行われている。

また、職員の採用については優秀な人材が確保できるよう努めるとともに、

人事配置についても適切な配慮が行われている。

研修の効果の把握に努めつつ、引き続き私立学校へのサービス向上に資する

実りのある研修を実施することが望まれる。

本年度は導入には至らなかったものの、業務執行の効率化を図るために業務

そ の 他 のアウトソーシングについての検討がなされており、今後も事務効率化のため

の検討が望まれる。

事業活動全般、業務運営（財務、人事等）など法人の業務全体にわたる横断的な観点から、

項目別評価の結果等を踏まえつつ、法人の業務実績について記述式により評価する。



評 価 項 目 評 価 の 結 果

本事業団を評価するにあたり、事業団が運営費交付金等の国からの経費を受

総 評 けてその事業を遂行する法人ではなく、自らが行う貸付事業から得られる収益

金により法人を運営している点を考慮すべきであろう。

独立行政法人的管理手法が導入された平成１５年度は、理事長のリーダーシ

ップの下、事業団の運営に対して重大な影響を及ぼす貸付事業をはじめ、補助

事業、受配者指定寄付金事業、学術研究振興基金事業、教育条件・経営情報支

援事業、情報収集・提供・広報・普及啓発の各事業において、私学振興の観点

、 。のもと適切な業務の見直しが行われており 着実な成果を得ていると評価する

次年度以降も私学振興のための中心的な役割を果たす法人として、その役割

に大いに期待する。

項目別評価及び上記の横断的な評価を総合し、法人の活動全体についての総評を記述する。
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日本私立学校振興・共済事業団の助成業務に関する平成15年度に係る業務の実績に関する評価〔項目別評価〕

○業務運営の効率化に関する事項

評 価 基 準 評 定

評価指標又は

中 期 計 画 の 各 項 目 年 度 計 画 評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 評価項目・指標に係る実績 段階的評定 定性的評価及び留意事項等

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達 Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を

成するためにとるべき措置 達成するためにとるべき措置

平成 年度の一般管理費及び人件費の予算額 調達コストの削減、競争入札の徹底等の１ 共通事項 １ 共通事項 14

法人の行う業務について既存事業の ○ 一般管理費及び人件費の効率化 百万円に対して、平成 年度の一般管理費 Ａ 意識改革が進んだ点は評価できる。1,534 15

徹底した見直し、効率化を進める。 既定の本年度予算の執行に際し 一般管理費等 ・以下の指標を踏まえ 及び人件費の予算額は、 百万円（対 年度1,425 14

て、経費の節約と効率的執行を図 の節減などに て委員の協議により 予算比△ ％）とし、効率化を図った。平成 （留意事項）一般管理費及び人件費について 7.1 15

り、一般管理費及び人件費の効率 よる経費の抑 評定を決定 年度の一般管理費及び人件費の決算額は 百 この成果達成のプロセスがどのような追は、中期目標期間の最後の事業年度 1,328

化を図る。 制状況 万円であり、対平成 年度予算比で ％の執 求のもとに達成できたのか 、余裕のあっにおいて、平成14年度比で11％以上 15 93.2

を図ること等により、中期目 行率であった。 た部分を圧縮しただけなのか、効率化のの効率化

標期間中の毎年度において、対前年度比 ○総費用の縮減 ための明確な改革意識のもと不要業務を

１％以上の水準を目標に総費用縮減に努 平成 年度の総費用予算額 百万円（節 削減したのか等を明らかにしておくこと14 455,673

。め、事業全体の効率化を図る。 約後予算額）に対し平成 年度の総費用予算額 が次年度の効率化活動のポイントとなる15

は 百万円（対 年度予算比△ ％）例えば一般競争入札の積極的な導 430,573 14 5.5

とし、事業全体の効率化を図った。平成 年度 また、決算書の作成にあたり、独立行政入等により、印刷製本・機関誌刊行 15

の総費用の決算額は 百万円であり、対 法人会計基準によって記されているもの等の調達価格を削減するなどの取組 401,920

平成 年度予算比では ％の執行であった の、一般にわかりずらい表記があるようみを行う。 15 93.3、 。

一般管理 ％ ％ ％ に思われるのため、次年度以降の決算書2 .2 1 . 2 1 . 2

費及び人 以上 以上 未満 の作成にあたっては、監事、公認会計士

件費の効 ％ Ａ 等とも相談のうえ検討されたい。2 . 2

率化の達 未満

成率

総費用縮 ％ ％ ％1 .0 0 . 5 0 . 5

減の達成 以上 以上 未満 Ａ

率 ％1 . 0

未満
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ア電子メールの活用により申請書類の様式の配付 この分野は確実に動き出している点は評２ 補助事業 ２ 補助事業

当該事業の目的等 を開始 Ａ 価できる。

私立大学等の教育条件の維持及び向 私立大学等経常費補助金に係る調査票は 月初4

上並びに私立大学等に在学する学生に 旬から 月下旬に学校法人へ送付した。このうち （留意事項）6

係る修学上の経済的負担の軽減を図る 選任教員・職員調査票以外の全ての調査票につい 補助金の交付時期をもう少し早める努力

とともに、私立大学等の経営の健全性 て 調査票ごとの電子媒体様式の利用案内を行い は必要であろう。、 、

を高め、もつて私立大学等の健全な発 平成 年度計画にあるとおり、利用希望のあった15

達に資するため、事業団が国から私立 全ての学校法人へ電子メールで様式を送付した。

大学等経常費補助金（以下「補助金」

という ）の交付を受け、これを大学。

等を設置している学校法人に交付する。 イ申請書類の提出時期の早期化

補助金の交付 ・以下の指標を踏まえ 私立大学等経常費補助金に係る調査票のうち、

この補助金の交付事務に当たり申請書 ○ 申請事務の簡素化・早期化 事業に関する て委員の協議により 非常勤教員調査票、教職員福利厚生費調査票、私

類の簡素化及び電算処理方法の改善等に ア 電子メールの活用により申請 簡素化及び迅 評定を決定 立大学退職金財団掛金支出調査票、附属病院病床

より迅速化を図り、学校法人に対する交 書類の様式の配付を開始。 速化の状況 数調査票、については、これまで、補助金の交付

10 11付決定の時期を早め、中期目標期間中に （実施済み） 事務の平準化のため、 月に調査票を送付し、

１月までに行うこととする。 月に提出期限としていた。

イ 申請書類の提出時期の早期化 平成 年度は、補助金の交付事務の迅速化、効15

、 、（ 月から７月に早期化済み 率化に向け 交付に向けたスケジュールを見直し11 ）

・非常勤教員調査票 これらの調査票を 月に送付、提出期限を 月に6 7

・教職員福利厚生費調査票 変更した。

15 16・私立大学退職金財団掛金支出 平成 年度私立大学等経常費補助金は平成

調査票 年 月 日に 学校法人へ交付決定をし、通知3 5 604

・附属病院病床数調査票 した。

(参考) 本年度の交付決定時期は

平成 年 月予定16 3

（昨年度同時期）

申請書類 Ａ：具体的に検討し着

の簡素化 実な成果を得た

の状況 Ｂ：具体的に検討が進 Ａ

んでいる

Ｃ：具体的に検討が進

んでいない
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電算処理 Ａ：具体的に検討し着

方法の改 実な成果を得た

善状況 Ｂ：具体的に検討が進 Ａ

んでいる

Ｃ：具体的に検討が進

んでいない

①平成 年 月 日償還分の対処 回収率もよく、また、適切な対応をして３ 貸付事業 ３ 貸付事業 15 9 20

当該事業の目的等 平成 年 月 日償還予定法人 法人等 いるので評価できる。15 9 20 1,585

私立学校教育の充実及び向上並びに （償還予定額 千円）に対し、 月 日 Ａ40,960,670 8 28

学校法人等の経営の安定のため、長期 に払込通知書を送付した。償還日までに返済のな （留意事項）

かつ低利の固定金利で、私立学校の校 かった 法人のうち、長期に滞納している法人 教育現場が相手であることと風評被害で104

地、校舎等の施設設備及びその他経営 及び事前に返済期日が遅れる旨の連絡のあった法 募集力が下がっては困るので慎重な対応

のために必要な資金を私立学校を設置 人を除いた 法人に対して、電話による問い合わ が必要である。事業団が積極的に対応す67

している学校法人等に貸し付ける。 せ・督促を 月 日に行った。 ることで事例のような効果があることも9 24

この結果 月末日までの滞納法人は 法人 う 事実なので、今後も実効ある対応が望ま、 （9 65

( ) 平成 年度償還分への取組み 当該年度分の ・１４年度の回収率と ち滞納期間 年以上の長期滞納法人は 法人、 れる。(1) 償還予定法人等に対して、返済期 1 1 5 1 41 9

について 適切な回収に 比べた改 善状況及 月新規滞納発生法人 法人）となり、 月分の未日の1か月前に払込み期日の案内 払（ 22 9

① 平成 年 月 日償還分の対 向けた取組み び１５年度における 償還額は 千円となった。込通知書）を送付して返済忘れのな 15 9 20 479,780

処（実施済み） 状況 適切な回収に向けた このため、 月末日時点ではの償還額はいよう注意を喚起し、期日に返済の 9

40,480,890 40,960,670なかった法人等には直ちに問合わせ ア 振込期日の案内(払込通知書 取組みについて状況 千円となり、償還予定額の

月 日付け通知 を委員の協議により 千円に対する回収率は ％となった。をするなどして 中期目標期間中の、 8 28 98.83

イ 償還予定法人等 法人等 評定を決定貸付金の回収率を高め財務基盤の健 1 , 5 8 5

ウ 未 償 還 法 人 等 法人 引き続き、 月 日に滞納法人 法人に対し全性を図る。 1 0 4 10 24 35

エ 電話による督促 て文書による督促を行った。さらに滞納が引き続

法人( 月 日実施) く法人については、 月以降も毎月、文書による6 7 9 24 11

オ 文書による督促 督促を行う他、電話、面談等により督促、現状把

（ 月 日付け通知予定） 握に努めた。10 8

この結果、 月償還分における 年 月末日時9 16 3

② 平成 年 月 日償還分の対 点で回収額は 千円となり（未償還額16 3 20 40,618,996

処 千円 、償還予定額の 千円に対341,674 40,960,670）

ア 振込期日の案内（払込通知書 する回収率は ％となった。また新規滞納法99.17

平成 年 月 日付け通知 人は 法人から 法人まで減少した。16 2 26 22 4

予定）

イ 償還予定法人等 法人等 ②平成 年 月 日償還分の対処1 , 8 1 2 16 3 20

ウ 電話による督促 平成 年 月 日償還予定法人等 法人16 3 20 1,581

16 3 25 17,818,350 2 26(平成 年 月 日実施予定) 等（償還予定額 千円）に対し、 月

エ 文書による督促 日に払込通知書を送付した。
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(平成 年 月 日付け通知予 償還予定日までに返済がなかった 法人のう16 4 8 84

定) ち、長期滞納法人及び事前に返済期日が遅れる旨

56 3の連絡のあった法人を除いた 法人に対して、

月 ・ 日及び 月 ・ 日に電話による問い23 24 3 30 31

合わせ・督促を行った。

この結果、 月末日における滞納法人は 法人3 49

（ 、うち滞納期間１年以上の長期滞納法人は 法人38

月新規滞納発生法人 法人）で、 月末日までの3 7 3

17,536,280 282,070償還額は 千円となり（未償還額

千円 、償還予定額の 千円に対する回収） 17,818,350

率は ％となった。なお、平成 年度の新規98.42 15

滞納発生法人は 法人であった。11

これらの滞納法人については、平成 年 月以16 4

降も引き続き、文書等による督促を行っている。

(2) 延滞となっている貸付金については、 ( ) 延滞債権への取組みについて 延滞債権の適 ・以下の指標及び１５ ①滞納法人への督促2

当該学校法人等の返済意欲を失わせない 切な回収に向 年度における延滞債 平成 年度末の滞納法人 法人に対して毎月14 52

よう法人等との連絡を密にし、中期目標 ① 滞納法人への督促 けた取組み状 権の適切な回収に向 文書、電話による督促を行った。そのうち、長期

期間末において、貸付残高に占めるリス ア 文書による督促 毎月実施 況 けた取組み状況を踏 滞納となっている 法人については直接、学校法 Ａ32

ク管理債権の割合を3.5％以下とする。 イ 電話による督促 計画返済の まえ委員の協議によ 人へ出張し、督促を行うとともに当該滞納法人の

履行状況等に応じて実施 り評定を決定 現況聴取を実施した。

ウ 出張による督促 法人 また、これらの法人を所管する 都道府県所管33 28

（１法人実施済み） 課においても法人の現況等について状況把握に努

15 11エ 所轄都道府県主管課からの現 めた これらの督促等により 平成 年度には。 、 、

況把握 法人について滞納が解消された。このうちの 法2

② 平成 年度末のリスク管理債 人については以下のような対応をした。15

権の割合 １．貸付債権 億円のＡ法人は平成 年 月に27 15 3

平成 年度末の貸付残高に占 滞納となったが、直接法人と面談し滞納原因、資15

めるリスク管理債権の割合を 金繰等について対応を検討した。さらに事業団私

、 、3 . 0 ％以下とする。 学経営センターにて 財政上の問題点と将来計画

資金繰等の分析をし、経営相談を実施した。

以上のことにより、当該法人は設立母体である

宗門から援助を受け滞納を解消した。

23 15２ また 億円の貸付債権のあるＢ法人が平成． 、

年 月に滞納したことから当該法人と面談し、資9

、 、金繰について対策を検討し 経費等の節減と施設

設備投資の抑制に努めるよう指導した。

この結果、私立高等学校経常費補助金と、その

後生徒が順調に確保できたことにより滞納は解消

した。



- 5 -

②平成 年度末のリスク管理債権の割合15

リスク管理 ％ ％ ％ 延滞債権への取り組み等の結果、平成 年度末3 .0 3 . 0 3 . 5 15

債権の割合 未満 以上 以上 のリスク管理債権額は 千円となり、平 Ａ15,653,839

％ 成 年度末総貸付残高 千円に対する3 . 5 15 676,043,737

未満 リスク管理債権の割合は ％以内の ％となっ3 2.32

た。

。４ 受配者指定寄付金事業 ４ 受配者指定寄付金事業 寄付金の配付に当たっては、配付申請を受け、 配付時期の早期化について努力している

（ 、 ）当該事業の目的等 申請内容 事業の進捗状況 事業費の支払状況等

私立学校の教育と研究の振興のため、 についての書面審査を経て配付のための事務手続 Ａ （留意事項）

法人又は個人より寄付金を受け入れ、 きを行っている。配付決定に係る内部決裁後、原 作成したマニュアル、システムの見直し

これを寄付者が指定した学校法人に配 則として月末の月一回の配付を行っている。 等を絶えず行うことにより、引き続き処

付する。 平成 年度は配付に係る審査手続きの見直しに 理期間の短縮を図っていく必要がある。15

この受配者指定寄付金には、寄付者 より資金交付日が、原則として月末１営業日前か

に対する所得税、法人税における税法 ら２営業日前に短縮となった。

上の優遇措置がとられる。

平成 年度配付寄付金額は 千円、配15 10,824,257

受配者指定寄付金の配付に当たっては、 受配者指定寄付金の配付に当たっ 受配者指定寄 ・以下の指標に加え、 付法人数は 法人であった。111

厳正な審査を引き続き実施しつつ、審査手 ては、厳正な審査を引き続き実施 付金配布にお 審査手続きの見直し

続の見直しなどの事務手続の効率化を図 し つ つ 、 審 査 手 続 き の 見 直 し 及 ける手続の効 や電算処理ﾏﾆｭｱﾙの

り、１件当たりの平均処理期間を中期目標 び 電 算 処 理 の マ ニ ュ ア ル 作 成 に 率化状況 作成状況等１５年度

期間中に５％以上短縮する。 よる事務手続きの効率化を図り の取組み状況を踏ま、

１ 件 当 た り の 平 均 処 理 期 間 を ２ え、委員の協議によ

％以上短縮する。 り評定を決定

１件あたり ２％ １％ １％ また、配付関係資料の作成について電算処理方

の処理期間 以上 以上 未満 法マニュアルを作成し、事務手続きにかかる日数

の短縮状況 ２％ を短縮し効率化を図った。

未満 このことにより、平成 年度、寄付金の配付申 Ａ14

請から寄付金の配付までの 件あたりの平均処理1

30 15 10 3期間が 日であったが、平成 年度（ 月～

月）での 件あたりの平均処理期間は 日と1 28.92

なり、前年度比で ％の短縮となった。3.6

５ 学術研究振興基金事業 ５ 学術研究振興基金事業

当該事業の目的等

私立大学等における特色のある

学術研究の振興に寄与し、社会的

要請の強い学術研究を助成するた

め、経済界、私学関係者等広く一
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般から寄付金を受け入れた学術研

究振興基金の運用益を、学術研究

振興資金として私立大学等が行う

学術研究に直接必要な経費に対し

交付する。

学術研究振興資金の交付について、厳正 平成 年度学術研究振興資金の 学術研究振興 ・以下の指標に加え、 学術研究振興資金選考委員会（委員 名）を平 Ａ 事務手続きの効率化が図られた点は評価1 6 14

な審査を引き続き実施しつつ、電算処理方 交付について、厳正な審査を引き 基金事業に係 厳正な審査が継続さ 成 年 月 日に開催し、また、同委員会後の できる。16 2 27

法の改善等を図り、内示の時期に当たって 続き実施しつつ、外部の選考委員 る内示の早期 れているか、電算処 内示関係資料の作成に当たって電算出力処理の改

は が評価した点数に基づいた偏差値 化の状況 理方法の改善状況等 善等を含め事務手続きの効率化を図り、平成 （留意事項）中期目標期間中に前年度２月までに 16

を算出し、直ちに各選考委員に通 を勘案し委員の協議 年 月 日に内示通知を送付した。 事務手続きの効率化の成果は、担当者や行う。 3 11

知して早期に評価点を確定するこ により評定を決定 管理者の意識改革も大きく寄与している

と に よ り 平 成 年 度 分 の 内 示 と考えられるので、今後も改革意欲の持1 6

を平成 年 月 日までに行う 続をいかにするかが課題ではないか。16 3 15 。

平成 年度分の内示は平成 内示時期 Ａ：公表時期が計画よ1 5 1 5

年 月 日 り早く実施3 19

（ ）3 14月 日以前

Ｂ：公表時期が計画と Ａ

3 15ほぼ同じ（ 月

日～ 日）18

Ｃ：公表時期が昨年と

同じ

( )ア基礎調査データ入力時におけるセキュリティ 年度計画に掲げた目標を全て達成してい６ 教育条件・経営情報支援事業 ６ 教育条件・経営情報支援事業 1

当該事業の目的等 （認証システム）の強化 る点を評価。

私立学校の教育条件及び学校法人の （略） Ａ

経営に関し、情報の収集、調査及び研 学校法人基礎調査における大学等選任教員等・ （留意事項）

究分析を行い、その成果を提供すると 個人票及び大学等選任職員・個人票において、 システムを改良し整備することは勿論重

ともに、関係者の依頼に応じて相談、 私立学校の教 ・以下の指標を踏まえ ［ ］ボタンを押すことにより、この帳票 要ではあるが、それ以上にそのシステムdownload

指導・助言を行う。 育条件・経営 委員の協議により評 のデータが ファイルに書き出されるが、今ま をいかに活用するか、いかに効果性を高CSV

情報支援事業 定を決定 では法人全体のデータがダウンロードされてしま める活用ができるかを追求する姿勢が重

。私学サーバファームを中核とする総合的 ( ) 私学データバンク構築のため の実施状況 い不便であった。 要である1

情報ネットワークの整備に努め、総合的・ の総合的情報ネットワークの整備 今回の開発において、私学サーバファームの入

効率的な私立学校の情報の収集・蓄積・提 について本年度は以下の取組みを 力支援機能における子認証によるデータのダウン

供を目的とする私学データバンクを構築 行う。 ロードを認証許可が行われている範囲にのみ制限

し、私立学校の経営支援等のために必要な ア 基礎調査データ入力時におけ することにより、基礎調査データ入力時における

情報提供を図る。 るセキュリティ（認証システム) セキュリティ（認証システム）が強化された。

の強化 この機能の強化は、平成 年 月よりシステ15 11

、 。イ 負荷分散システムの構築 ムの改善に着手し 平成 年 月下旬に完了した16 3
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ウ 私学情報データベースバック ただし、この機能は、平成 年度の学校法人基礎16

アップシステムの構築 調査から適用されるので、稼働は平成 年 月か16 4

エ 私学サーバファームファイア らになる。

ウォールバ ッ ク ア ッ プ シ ス テ

ムの構築 イ 負荷分散システムの構築

オ 学校法人が基礎調査様式を出 私学サーバファームの充実（インターネットに

力するための機能の追加（実施 よる学校法人基礎調査の実施など）及びコンテン

済み） ツ構築により、学校法人・一般社会等からのアク

( ) 私立学校へ提供する情報の充 セスの増加が見込まれており、私学サーバファー2

実について ムへのアクセスが集中した場合にはサーバダウン

学校法人等がインターネットを に至る危険性がある。

利用して、自法人等の財務帳票及 このサーバダウンを回避するために、私学サー

び事業団が系統別・地域別等に集 バシステムへの通信の負荷を分散し安全で快適な

計した財務帳票を直接出力するこ 環境を維持するため、負荷分散システムを構築し

とができる提供システム（私学デ た。

ータ作成システム）を構築する。 平成 年 月下旬よりシステムの構築に着手16 1

・ 財務シミュレーション・資金 し、平成 年 月中旬に完成・稼働した。16 3

収支計算書

・ 消費収支計算書・貸借対照表 ウ 私学情報データベースバックアップシステム

・財務比率表（実施済み） の構築

（略）

平成 年度、業務の効率化（助成業務システム15

のクライアントサーバシステム化）及び業務経費

。の節減を図るためホストコンピュータを廃止した

その廃止に伴い、私学情報データベースバックア

ップシステムの構築が急務となっていたので、平

16 2 16成 年 月よりシステムの開発に着手し 平成、

年 月中旬に完成・稼働した。この構築により、3

システムトラブル等による業務の停滞などが防止

できることとなった。

エ 私学サーバファームファイアウォールバック

アップシステムの構築

インターネット上において問題となっているデ

ータの不正流出を防止するため、私学サーバファ

ームへの不正アクセスは、ファイアウオールによ

って遮断している。このファイアウォールシステ

ムの運用にハード障害等によって支障をきたさな

いようバックアップシステムを構築した。

平成 年 月に着手し、平成 年 月に稼働16 1 16 3
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した。

オ 学校法人が基礎調査票様式を出力するための

機能の追加

平成 年度より、学校法人がインターネットを14

利用して学校法人基礎調査を作成・提出できるシ

ステム（基礎調査票 マネージャ）を稼働した。e-

しかし、このシステムを使インターネットで学校

法人基礎調査票を送信した場合、学校法人には調

査票の控えが残らず、法人内での決裁等が必要な

場合には紙媒体がないことによる不便が生じてい

た。そこで、インターネット送信した学校法人基

礎調査票の印刷が学校法人でも可能になるよう私

学サーバファームに基礎調査票様式を出力するた

めの機能を追加した。

平成 年 月に着手し、平成 年 月に完成15 4 15 6

・稼働した。

( )従来、私学経営相談センターが学校法人からの2

要望に応じて作成・提供していた財務帳票等を、

「私学データ作成システム」により、学校法人が

、 。インターネットを利用して 直接出力可能とした

「 」、「 」、「 」消費収支計算書 貸借対照表 財務比率表

、 「 」、等に加え 平成 年 月には 資金収支計算書15 10

平成 年 月には「財務シミュレーション」の出16 2

、 。力システムを稼働させ 提供情報の充実を図った

また 学校法人に刊行物として配付している 今、 「

日の私学財政 （平成 ～ 年度版）を、インタ」 10 15

ーネットで閲覧できる「今日の私学財政閲覧シス

テム」を開発し提供した。

、 「 」これらの利用については 文書及び 月報私学

の中で学校法人に周知した。

総合的情報 Ａ：年度計画に掲げる

ネットワー 取組みをすべて達成

クの整備状 Ｂ：年度計画に掲げる

況 取組みをほぼ達成 Ａ

Ｃ：年度計画に掲げる

取組みをほとんど

達成できなかった
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私学データ Ａ：年度計画に掲げる

作成システ 取組みをすべて達成

ムの構築状 Ｂ：年度計画に掲げる

況 取組みをほぼ達成 Ａ

Ｃ：年度計画に掲げる

取組みをほとんど

達成できなかった

７ 情報収集・提供・広報・普及啓発７ 情報収集・提供・広報・普及啓発

( ) インターネットや電子メールを積極的 ( ) 情報収集及び情報提供の迅速 情報収集・提 ・インターネット・電1 1

に活用することにより、情報収集を迅速 化について 供・広報・普 子メールの活用によ 資金を必要とする当該事業を進めている

化し、事務の効率化を図る。 情報収集及び情報提供の迅速化 及啓発に関す る情報収集の状況や 点は評価できる。今後、インターネット

ホームページにより提供情報の電子化 を図るため、インターネット・電 る効率化の状 ホームページによる Ｂ 利用促進のため利用法人に対し具体的な

を促進し、広く一般に対する広報活動等 子メール・ホームページを積極的 況 情報提 供の実施等 メリットを提供すること、数値目標の設

の迅速化に努め、事務の効率化を図る。 に活用する。 の取組み状況を勘案 定に関する検討が望まれる。

① インターネット・電子メール しつつ委員の協議に

の活用による情報収集 より評定を決定

ア インターネットによる私立学

校等に関する情報の収集

イ 私立学校等との連絡のための

電子メールの活用

② ホームページによ る 提 供 情 報

の電子化（実施済み）

ア 補助事業、貸付事業、受配者

指定寄付金事業、学術研究振

興基金事業、教育条件・経営

情報支援事業に関する情報

イ 学校法人会計基準等

ウ 法令で公表が義務付けられて

いる情報

( )電子媒体による入力システムの開発に ( ) 学校法人が直接入力する学校 提出書類の電 ・高等学校法人、中学 ① 入力システムの開発 情報の一元的管理、効率的双方向化は、2 2

、より環境の整備に努めるとともに、学校法 法人基礎調査入力システムについ 子媒体化の整 校法人及び小学校法 私学データバンクの構築の目的である「情報の どれだけ予算が確保できるかによるため

人等に対し各種研修会等を通じ当該入力シ て 備状況 人の入力システム開 一元的管理及び効果的・効率的な情報のインタラ Ａ なかなか評価が難しいが、全体としてみ

ステムの普及を推進し、事務の効率化を図 ① 入力システムの開発 発の進捗状況及び開 クティブ（双方向化 」を実現するため、学校法人 ると、非常によく情報化が進んでいると）

る。 高等学校法人、中学校法人、小 発済みのシステムも から直接インターネットにより調査データを収集 評価できる。

学校法人 含めた各入力システ する必要がある。

（参考） 大学法人、短期大学法 ムの学校への普及に 平成 年度までに、学校法人が直接インターネ （留意事項）14

人、高等専門学校法人の 向けた取組み状況を ットを利用して学校法人基礎調査票のデータを作 研修会を増やし、対象法人の事務担当者
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入力システムは開発済み 踏まえ、委員の協議 成・提出できるシステム（基礎調査票 マネージ のスキルアップを図ること、具体的な数e-

② 入力システムの普及 により評定を決定 ャ）を構築し、大学法人、短期大学法人、高等専 値目標の設定に関する検討が望まれる。

ア 入力システム利用案内の送付 門学校法人を対象に稼働している。

（送付済み） 平成 年度は高等学校法人、中学校法人を対象15

イ 入力システムの利用について に、基礎調査票 マネージャを開発・稼働させ、e-

「月報私学」への掲載 同入力システムの対象法人の拡大を実施した。

（ 月号掲載済み）5

ウ 補助金事務担当者研修会での ② 入力システムの普及

入力システムの利用案内 次の取り組みにより入力システムの周知と利用

（実施済み） の促進を図った。

エ 出張時における入力システム ア 『 基礎調査票 マネージャ」利用のご案内』「 e-

の利用案内 を調査対象法人（ 法人）に送付した。1,363

イ 「月報私学」５月号に利用案内を掲載した。

ウ 全国 地区で実施した補助金事務担当者研修6

会において、大学法人、短期大学法人、高等専

門学校法人の事務担当者に、利用案内を配付し

た（ 法人 。677 ）

エ 出張時に訪問した学校法人のうち、学校法人

基礎調査の対象となる 法人（大学法人 ，82 49

短大法人 ，高校法人 ，小学校法人 ）に対16 16 1

し利用案内を送付した。
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○国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

評 価 基 準 評 定

評価指標又は

中 期 計 画 の 各 項 目 年 度 計 画 評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 評価項目・指標に係る実績 段階的評定 定性的評価及び留意事項等

Ⅱ 国民に対して提供するサービスそⅡ 国民に対して提供するサービスその他の

の他の業務の質の向上に関する目標業務の質の向上に関する目標を達成するた

を達成するためにとるべき措置めにとるべき措置

１ 補助事業１ 補助事業

(1) 補助対象経費や補助金の交付条件等を ( ) 補助対象経費や補助金の交付 学校法人への ・中期目標期間開始前 ① 補助金事務担当者研修会の開催1

学校法人に周知するため 全国５会場に 条件等の学校法人への周知につい 交付条件等の に研修会の開催が終 年度計画に基づき、補助金事務担当者研修会を 学校法人への周知活動は十分に行われて、

おいて補助金事務担当者研修会を毎年度 て 周知状況 了していたため下記 次のとおり開催した。 おり評価できる。配分基準の公開に日数

開催するとともに、配分基準等をホーム ① 補助金事務担当者研修会の開 の指標を勘案し、委 開催日 会 場 参加法人数 参加人数 Ｂ を要したことには合理的な理由が認めら

ページで公開する。 催（実施済み） 員の協議により評定 月 日 札幌市 れる。6 24 33 174

15 6 7 7 1 37 153・実施時期 平成 年 月～ 月 を決定 月 日 仙台市

・実施会場 全国を６地区に分け 月 日 東京都 （留意事項）6 3,4 292 1,377

て次の会場で実施 月 日 名古屋市 研修会に参加した担当者の理解の度合い7 1 78 282

札幌市、仙台市、東京都 、 名 月 日 大阪市 を把握する方策の検討が望まれる。6 10 163 653

6 24 74 236古屋市、大阪市、福岡市 月 日 福岡市

・参加法人数 法人677

（出席者 名） Ａ：配分基準等の承認 ② 配分基準等のホームページでの公開2,875

② 配分基準等のホームページで 配分基準の 通知受理後、直ち 私立大学等経常費補助金取扱要領・私立大学等

15 2 19の公開（実施済み） 公開状況 に公開 経常費補助金配分基準について 平成 年 月、

ア 取扱要領 Ｂ：やむを得ない合理 日改正を平成 年 月 日に 平成 年 月 Ｂ15 5 16 16 2 17、

イ 配分基準 的な理由により公 日改正を平成 年 月 日にそれぞれホームペー16 4 1

ウ 特別補助配分基準 開が遅れた ジで公開し、学校法人へ通知した。

Ｃ：やむを得ない合理

的な理由もなく公

開が遅れた

(2) 文部科学省の交付要綱の見直し等の状 ( ) 配分方法の見直しについて 補助金配分方 Ａ：計画どおり見直し 補助金の効率的配分を行うために次の見直しを2

況を踏まえつつ、配分方法について見直 補助金の配分方法のうち、以下の 法の見直し状 を行った 行い、私立大学等経常費補助金取扱要領・私立大

しを適時適切に行い、補助効果を高める 事項について見直しを行う。 況等 Ｂ：やむを得ない合理 学等経常費補助金配分基準を平成 年 月 日 Ａ16 2 17

こととする。 ア 収入超過状況による調整の強 的な理由により一 に改正した。

化方法 部の見直しを行わ ア 収入超過状況による調整の強化方法

イ 「在籍学生数の収容定員に対 なかった 収入超過が一定額を超える場合、調整係数表等
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する割合が ％以下の学部等 Ｃ：やむを得ない合理 により算出したＡ、Ｂ、Ｃ配点から、 点を減じ5 0 50

に関する取扱い」に係る特例 的な理由もなく見 る強化をした。

要件 直しを行わなかっ イ 「在籍学生数の収容定員に対する割合が ％50

ウ 財務内容の公開についての義 た 以下の学部等に関する取扱い」に係る特例要件

務化に伴う要件等 在籍学生数の収容定員に対する割合が ％以下50

エ 特別補助の項目のうち「地方 の学部等に関する取扱いについて、当該規定を継

15 3高等教育機関の活性化 （活性 続して適用する期間について、平成 年度から」

化に向けた取組み状況を反 か年の上限を新たに設けた。

映させる） ウ 財務内容の公開についての義務化に伴う要件

等

財務内容の公開についての義務化に伴う要件等

、「 」については 私立学校法の一部を改正する法律案

の成立と平成 年度からの施工時期を守って行う17

こととした。

エ 特別補助の項目のうち「地方高等教育機関の

活性化 （活性化に向けた取組み状況を反映させ」

る）

特別補助の項目のうち「地方高等教育機関の活

性化」について、当該大学等の教育研究活動に基

づく点数（ 点満点）をもとに、 ％から ％9 130 70

の調整率を乗じて得られた額を増額することとし

た。

(3) 補助金の交付先・交付額等について、 ( ) 補助金の交付先・交付額等の 補助金の交付 ・補助金の交付先・交 ①新聞等への発表等 Ａ 補助金の交付に関する情報の公開は短期3

毎年度新聞等への発表とともに、ホーム 新聞等への発表等について 先・交付額等 付額等の新聞等への 平成 年度補助金について、学校法人の決算完 間になされていることを評価する。14

ページで公開する。 ① 新聞等への発表等 の公表状況 発表等及びホームペ 結後に提出されてた実績報告書による補助金額の

15 9 25平成１４年度補助金について、 ージでの公開状況を 確定後 交付学校名・交付額等を平成 年 月、

額の確定結果に基づき、交付先 踏まえ委員の協議に 日文部科学省記者クラブにて発表した。

・交付額等を発表する （ 月 より評定を決定。 9 25

日文部科学省記者クラブで実施 ②ホームページへの公開

15済み：テレビ報道は即日、新聞 補助金の交付学校名・交付額等について平成

報道は翌日報道） 年 月 日にホームページで公開した。10 23

② ホームページへの公開

月 日公開予定10 1

２ 貸付事業２ 貸付事業

(1)「特殊法人等整理合理化計画 （平成13 ( ) 貸付制度の見直しについて ①」 1

770 880年12月19日閣議決定）の趣旨も踏まえた ①「特殊法人等整理合理化計画」 貸付条件等の ・中期目標開始前に対 ア 貸付事業計画額を縮減し 億円 前年度、 （

貸付制度とするとともに、調達した貸付 （平成 年 月 日閣議決定) 見直し状況 応を行っている「特 億円）とした。 Ａ13 12 19
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財源の条件をもとに貸付条件 貸付金利 への対応 殊法人等整理合理化 イ 融資費目の廃止：貸付利率、融資率で優遇し（ 、

貸付期間、融資限度額等）の適時適切な 本年度実施済みのもの 計画」に対する対応 ていた大学等移転事業を対象とした「移転費」

見直しを図る。 ア 貸付事業計画額の縮減 は、貸付条件の見直 を廃止した。

億円（前年度 億円） し状況を勘案しつつ ウ 融資対象学校種の縮減：校具、教具等の整備7 7 0 8 6 0

。イ 融資費目の廃止 委員の協議により評 に要する資金の融資対象から大学等を除外した

貸付利率、融資率で優遇して 定を決定 エ 融資率の引き下げ：寄宿舎、学生診療所、国

いた大学等移転事業を対象とし 際交流施設、及び障害者利用施設の整備に要す

90 85 80た「移転費」の廃止 る資金の融資率を「 ％又は ％」から「

ウ 融資対象学校種の縮減 ％」に改訂した。

校具、教具等の整備に要する資

金の融資対象から大学等を除外 ②財政融資資金からの借入時の利率の変更に合わ

エ 融資率の引き下げ せて、貸付条件のうち、貸付利率を次のとおり、

寄宿舎、学生診療所、国際交流 変更した。

施設及び障害者利用施設の整備 第１回 15.4.11 一般施設費（ 年） ％20 1.10

に要する資金の融資率を「９０ 第２回 15.5.16 一般施設費（ 年） ％20 1.00

％又は８５％」から「８０％」 第３回 15.7.11 一般施設費（ 年） ％20 1.50

に改定 第４回 15.8.13 一般施設費（ 年） ％20 1.40

② 貸付条件の見直し 第５回 15.9.10 一般施設費（ 年） ％20 2.00

財政融資資金からの借入条件の 第６回 15.10.14 一般施設費（ 年） ％20 1.80

変更に合わせて、その都度貸付 第７回 15.11.14 一般施設費（ 年） ％20 2.00

条件を変更する。 第８回 15.12.10 一般施設費（ 年） ％20 1.90

（参考）平成１５年度の利率改定 第９回 16.1.19 一般施設費（ 年） ％20 1.80

第１回 平成 年 月 日 第10回 16.2.12 一般施設費（ 年） ％15 4 11 20 1.70

第２回 平成 年 月 日 第11回 16.3.10 一般施設費（ 年） ％15 5 16 20 1.90

第３回 平成 年 月 日15 7 11

第４回 平成 年 月 日15 8 13

第５回 平成 年 月 日15 9 10

(2) 貸付制度の周知に当たっては 「私立 ( ) 貸付制度の周知について 貸付制度の周 ・既設の学校等を対象 ①「私立学校のための融資ガイド」の配布 年度計画に掲げる目標を全て達成した点、 2

学校のための融資ガイド」を作成して配 ① 「私立学校のための融資ガイ 知状況 とした融資相談会は 平成 年度版「私立学校のための融資ガイド」 を評価。16

付するとともに、貸付けの対象となる事 ド」の配付 中期目標開始前に終 を作成し、平成 年 月 日に「平成 年度施 Ａ16 2 18 16

業、貸付条件、貸付額算出シミュレーシ 平成 年度版平成 年 月 了しているため、新 設・整備計画及び借入希望に関する調査」に同封1 6 16 2

ョン及び返済額シミュレーション、その 配付予定（約 法人） 増設学校等を対象と し、 法人に発送した。7 , 0 0 0 7,157

他融資情報をホームページで公開する。 した以下の指標に加 なお 「平成 年度借入希望及び施設・整備計、 15

15 2 21 7,092また借入れを希望する学校法人等に対 え、融資ガイドの内 画に関する調査」は平成 年 月 日に

し全国５会場において融資の相談会を毎 容及び配付状況等を 法人に送付済である。

年度開催する。 勘案しつつ委員の協

② 融資情報のホームページへの 議により評定を決定 ②融資情報をホームページへ公開し、制度の周知

公開（実施済み） を図った。

ア 私立学校のための融資ガイド ァ 私立学校のための融資ガイド
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（平成 年 月更新予定） （平成 年 月 日掲載）16 2 16 3 23

イ 貸付額算出シミュレーション イ 貸付額算出シミュレーション

ウ 返済額シミュレーション （平成 年 月 日掲載）16 3 23

エ 融資金利表(改定の都度更新) ウ 返済額シミュレーション

オ 年間業務予定表 （平成 年 月 日掲載）16 3 23

エ 融資金利表（改定の都度更新）

（ 月 日以降は次のとおり）10 1

（平成 年 月 日掲載）15 10 14

（平成 年 月 日掲載）15 11 14

（平成 年 月 日掲載）15 12 10

（平成 年 月 日掲載）16 1 19

（平成 年 月 日掲載）16 2 12

（平成 年 月 日掲載）16 3 1

オ 年間業務予定表（平成 年 月 日掲載）16 4 1

③ 融資相談会の開催 融資相談会 Ａ：実施時期・会場に ③融資相談会の開催

ア 既設の学校等を対象とした融 等の開催に ついて、計画どお 平成 年度に事業団資金の借入希望法人及び借15

資相談会（実施済み） よる周知状 り実施 入検討中の 法人を対象として、平成 年 月 Ａ130 15 5

・実施時期 平成 年 月 況 Ｂ：やむを得ない合理 日より 月 日にかけて、札幌市、仙台市、東15 5 12 6 5

・実施会場 的な理由により時 京都、大阪市、広島市及び福岡市において次のと

全国を６地区に分けて次 期を遅らせ、或い おり融資相談会を開催した（ その他」は法人側の「

の会場で実施 は会場を減らした 都合により、別日程としたもの ）。

札幌市、仙台市、東京都 Ｃ：やむを得ない合理 開 催 期 間 開催場所 相談法人数

5 12 16 58大阪市、広島市、福岡市 的な理由もなく時 月 日～ 日 東京都

1 3 0 5 20 10・ 参 加 法 人 等 数 法 人 期を遅らせ、或い 月 日 仙台市

5 20 21 13融資相談会 は会場を減らした 月 、 日 大阪市

5 28 9東京地区、東海地区、阪神 月 日 広島市

5 28 11地区、山陰地区及び九州地区 月 日 福岡市

10 6 4 5 3の５地区において 月に開催 月 、 日 札幌市

26予定。 その他

130計

また、平成 年度に学校等の新設等を計画し、15

事業団資金の借入希望法人及び借入検討中の法人

を対象として、平成 年 月に、東海地区、阪15 10

神地区、山陰地区及び九州地区の 地区において5

学校法人へ訪問し、融資相談を実施した （ その。「

他」は法人側の都合により、別日程としたもの ）。

相 談 日 地区 法人数

月 、 日 東海地区 ２10 16 17

月 、 日 九州地区 ２10 21 22

月 日 阪神地区 ２10 28
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月 、 日 山陰地区 ２10 28 29

10その他 東京地区

18計

(3) 学校法人等からの借入需要の正確な把 ( ) 安 定 した貸付財源の確保に 貸付財源の確 ・以下の指標を踏まえ3

握に努め、それを踏まえた長期勘定から ついて 保状況 て委員の協議により Ａ 財源が十分確保されている点、借入需要

の資金の融通、私学振興債券及び長期借 ① 借入需要の正確な把握 評定を決定 が段階的に把握されており、既に 年度17

入金の調達計画により、安定した貸付財 ア 本年度の借入需要の把握 借入需要の Ａ：学校法人からの借 ①借入需要の正確な把握 まで把握されている点を評価。

15 15 15源を確保する。 本年度分については、平成 適正な把握 入需要が正確に把 ァ 平成 年度分の借入需要については 平成、

年 月に実施した借入希望の 状況 握されており、貸 年 月 日に 法人を対象として実施した Ａ2 2 21 7,092

アンケート調査により把握し 付計画等に正確に 「平成 年度借入希望及び施設・設備計画に関15

た学校法人等の借入希望額を、 反映されていた する調査」により借入希望額を把握した後、融

さらに融資相談会で詰めて借 Ｂ：借入需要はほぼ正 資相談会を 月及び 月に開催し、学校法人の5 10

入需要額を把握する。 確に把握されていた 資金需要額を次のように把握した。

［ ］イ 平成 年度以降の借入需要 Ｃ：借入需要の把握が ・調査集計による希望額 千円1 6 50,506,739

の把握 できていなかった ・融資相談会（ 月）実施後の希望額5

平成 年度及び平成 年度 千円1 6 1 7 45,511,000

の学校法人等の施設整備計画 融資相談会（ 月）実施後の希望額10

及び借入希望額について、平成 千円1,740,300

年 月に借入希望のアンケ ［平成 年度融資相談会実施後需要額計16 2 15

］ート調査を実施して借入需要額 千円47,251,300

を把握する。 イ 平成 年 月 日に 法人を対象とし16 2 18 7,157

て「平成 年度借入希望及び施設・設備計画に16

関する調査」を実施して、平成 年度及び平成16

年度の学校法人等の施設・設備計画及び借入17

希望額を把握した。

平成16年度

法人数 施設・設備計画額 左のうち区 分

（千円） 事業団希望額（千円）

42 77,666,000 34,358,400大学・短大法人

97 30,726,000 13,148,992高校～専修法人

139 108,392,000 47,507,392計

平成17年度

法人数 施設・設備計画額 左のうち区 分

（千円） 事業団希望額（千円）

16 22,464,000 11,168,700大学・短大法人

21 7,332,000 4,590,200高校～専修法人

37 29,796,000 15,758,900② 安定した貸付財源の確保 計

本年度事業計画 億円の貸付 貸付に必要 Ａ：貸付財源は確保さ ②安定した貸付財源の確保7 7 0

財源（認可済み） な資金の調 れた 平成 年度は貸付実績 億円に対して、以下15 510
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ア 長期勘定からの資金の融通 達状況 Ｂ：貸付財源はほぼ確 のとおり財源を調達・確保した。 Ａ

億円 保された ァ 長期勘定からの資金融通 億円420 291

Ｃ：貸付財源が不足し （ 年借入金利 ～ 、20 0.70% 1.70%

イ 私学振興債券 億円 た 年借入金利 ～ ）60 10 0.40% 1.20%

ウ 長期借入金 億円 イ 私学振興債券 億円220 60

エ 自己資金等 億円 （ 年債、表面利率 、70 10 1.62%

発行者利回り ）1.6566%

ウ 長期借入金（財政融資資金） 億円153

（ 年借入金利 ～ ）20 0.70% 1.70%

エ 自己資金等 億円6

(4) 蓄積した法人情報、財務データの活用 ( ) 貸 付 審査期間の短縮等につ 貸付審査の合 ・以下の指標を踏まえ 従来は貸付審査期間が長いといわれてい4

等により、学校法人等からの借入申込み いて 理化状況等 て委員の協議により評 Ａ たが、かなり改善されている。保有デー

に係る書類の提出から貸付金の決定まで 定を決定 タの活用が功を奏したといえる。

の平均審査期間を、中期目標期間中に５ ① 貸付審査期間の短縮

％以上短縮するとともに、提出書類の簡 私学経営相談センターの保有 審査期間の ２％ １％ １％ ①貸付審査期間の短縮 （留意事項）

素化を図る。 するデータを活用して貸付審査 短縮状況 以上 以上 未満 私学経営相談センターの保有するデータを活用 提出書類に関しては、学校法人の負担軽

の事前審査を行うことにより、 ２％ して貸付審査の事前審査を行い、貸付審査期間を Ａ 減の観点からも、真に必要なもののみを

貸付審査期間の短縮を図る。 未満 昨年度に比べ （ 日）短縮した。 提出すれば済むよう、絶えず検討をおこ21.2% 12.7

・平均審査期間 日 なっていくべきである。47.3

（貸付審査延べ日数） （貸付審査法人数）3,355 71÷

・短期期間 日12.7

日（平成 年度）－ 日60 14 47.3

・短縮率 日÷ 日21.2% 12.7 60

② 提出書類の簡素化

資料の共有化を一層進めるこ 書類の簡素 Ａ：提出書類の簡素化 ②提出書類の簡素化

とにより、借入申込書のうち学 化状況 が大幅に図られた これまで、借入申込書の添付書類としていた予

校法人等の概況及び財務に係る Ｂ：提出書類の簡素化 算書を、平成 年 月 日以降に借入の申し込 Ａ15 10 1

提出書類の縮減を行う。 が図られた みをする法人より、添付不要とし、提出書類の簡

Ｃ：提出書類が簡素化 素化を実施した。

できなかった

３ 受配者指定寄付金事業３ 受配者指定寄付金事業

、 「 」(1) 募金の取扱いに当たっては 「手引」 ( ) 募金の取 扱 い の 周 知 に つ い 募金周知に関 ・ 寄付金事務の手引1

を作成して配付するとともに、ホームペ て する情報提供 の作成・配布やホー ①「寄付金事務の手引き」の配布 「寄付金事務の手引き」は内容的に評価

ージで公開し、さらにＱ＆Ａの項目を充 ① 「寄付金事務の手引」の配付 状況 ムページにおける 制度改正による「寄付金事務の手引き」の改訂 Ａ できるものが作成されており、必要とす

実させる。 本年度に制度改正があったた Ｑ＆Ａの項目の充実 版を作成し、平成 年 月 日より受配者指定 る学校法人に配付されている点を評価。15 8 29

め 「寄付金事務の手引」の改 内容について委員の 寄付金制度の利用を計画している学校法人に対し、

訂を行い、募金を計画する学校 協議により評定を決 配布を開始し、募金の取扱いの周知を図った。
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法人へ配付 （配付開始済み） 定。

② ホームページへの公開 ②受配者指定寄付金制度の概要を平成 年 月15 12

「寄付金事務の手引」の概要に 日にホームページにおけるＱ＆Ａについても平12

ついて 月までにホームページ 成 年度の 問から 問（ 部門）に追加を行12 14 4 24 7

で公開する。さらに、ホーム い内容の充実を図った。

ページのＱ＆Ａの項目を 問2 0

以上追加する。

(2) 募金に係る書類の受付から審査決定ま ( ) 審査手続きの見直しについて 審査手続きの ①審査手続きの簡素化 手続きの簡素化は必要であり、実際に審2

での手続の簡素化、例えば募金予定額に ① 審査手続きの簡素化 合理化状況 審査に関する規定である「受配者指定寄付金審 査期間が短縮されている点を評価。

係る審査方法の見直し等を図り、平均審 募金額が３億円未満の寄付事 査決定の方法について」を 月に改正し、役員会 Ａ5

査期間を中期目標期間中に５％以上短縮 業の審査決定手続きを簡素化す での審査が必要であった募金目標額「 万円以5,000

する。 る （実施済み） 上の寄付事業」を「 億円以上の寄付事業」に改。 3

め、審査手続きの簡素化を図った。

② 平均審査期間の短縮 ②平均審査期間の短縮

２％以上短縮する。 上記の審査手続きに関する規定の改正により、

平均審査期間を昨年度に比べ （ 日）短縮3.3% 1.45

した。

・平均審査期間 日42.55

（審査延べ日数）÷ （審査件数）2,255 53

・短縮期間 日1.45

日（平成 年度）－ 日44 14 42.55

・短縮率 日÷ 日3.3% 1.45 44

(3) 受配者指定寄付金の配付先及び募金対 ( ) ホーム ペ ー ジ へ の 公 開 に つ 受配者指定寄 Ａ：毎月更新した 学校法人名、募金対象事業及び募集期間につい3

象事業を決定次第毎月ホームページで公 いて 付金の公表状 Ｂ：やむを得ない合理 て毎月末の審査決定後、それぞれ平成 年 月15 11

開する。 受配者指定寄付金の配付先の学 況 的な理由により更 日、 月 日、平成 年 月 日、 月 Ａ19 12 12 16 1 19 2 18

校法人名、募金対象事業及び募 新が遅れた 日及び 月 日にホームページで公開・更新し3 16

金期間を審査決定次第毎月ホー Ｃ：やむを得ない合理 た。

ムページで公開・更新する。 的な理由もなく更

新が遅れた

４ 学術研究振興基金事業４ 学術研究振興基金事業

(1) 学術研究振興基金の運用益による学術 ( ) 公募要領等の送付とホームペ 公募要領等の ・学校法人への周知、1

研究振興資金の公募要領及び学術研究計 ージへの公開について 学校法人及び ホームページへの掲 公募要領等の学校法人及び社会への公表

画調書の記入要領等を学校法人に周知す ① 公募要領の送付 社会への公表 載状況等について委 ①、② Ａ はよくなされていることを評価。

るとともに、ホームページで公開する。 平成１６年度学術研究振興資 状況 員の協議により評定 平成 年 月 日付けで平成 年度学術研究15 9 12 16

金の公募要領を、大学、短期大 を決定 振興基金の公募要領を学校法人（ 法人）へ送644
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学及び高等専門学校を設置する 付し、その概要を同日付けでホームページに公開

学校法人（ 法人）へ送付 することにより、学校法人への周知を図った。6 4 4

する （実施済み）。

② 公募要領のホームページへの

公開

公募要領の概要をホームペー

ジで公開する （実施済み）。

③ 電子メールによる学術研究計 ③電子メールによる学術研究計画調書等の様式の

画調書等の様式の送付 送付

16 15希望があった学校法人に対し 平成 年度学術研究計画調書等の提出 平成（

月から実施。 年 月 日締切）に当たって、電子メールによ1 0 10 31

る様式の送付を希望する法人に対し、 月 日10 25

までに 法人に様式を送付した。141

(2) 交付に当たっては、客観性及び透明性 ( ) 学術研究振興資金選考委員会 交付に当たっ ・以下の指標を踏まえ 審査方法の見直しが行われている点、新2

。の確保を図るため、外部の委員により構 における審議について ての客観性及 て委員の協議により Ａ たな審査基準が制定されている点を評価

成される学術研究振興資金選考委員会に 交付に当たっては、客観性及び び透明性の確 評定を決定

おいて次のことを審議する。 透明性の確保を図るため、外部の 保 （留意事項）

① 採択基準の策定・見直し 選考委員により構成される学術研 研究分野の専門化、多様化の時代、従来

② 各研究分野の委員による審査方法の 究振興資金選考委員会において次 学術研究振 Ａ：選考委員会で審議 平成 年 月 日開催の学術研究振興資金選 の国立優位、権威主義から脱皮するため16 2 27

見直し のことを審議し、平成１６年度の 興資金選考 の結果を採択に反 考委員会において、審査方法等の重要な事項につ の様々な工夫が必要である。

③ 研究の採択に関する重要な事項 採択に反映する。 委員会での 映した いて審議され、研究課題ごとの総合評価（ 点満 Ａ5

① 採択基準の策定・見直し 検討状況 Ｂ：選考委員会で審議 点）から項目別（ 項目）での評価（ 点満点）5 25

② 各研究分野の委員による審 をした に見直しを行い、新たに「学術研究振興資金採択

査方法の見直し Ｃ：選考委員会で審議 基準（平成 年 月 日理事長裁定 」を制定し16 3 30 ）

③ 研究の採択に関する重要な事 しなかった て採択方法等を規定した。

項

(3) 交付対象事業の評価を、各研究分野の ( ) 選考委員の評価の次年度以降 選考委員によ Ａ：選考委員が行う評 外部の選考委員が研究分野ごとに担当する研究 選考委員会において、外部の選考委員に3

選考委員の評価に基づいて適切に行い、 への反映について る評価の実施 価を適切に行い、 課題について、選考基準に基づいて 点法による より選考が行われており、適正に補助対5

翌事業年度以降の研究の採択に際して 交付対象事業についての各研究 及び反映状況 具体的な改善策を 評価を行い、平成 年 月 日開催の学術研究 Ａ 象が決定されている。16 2 27

は それらの評価を反映させるなどして 分野の外部の選考委員による評価 策定した 振興資金選考委員会において、その評価を基に研、 、

効率的・効果的な交付を行う。 の実施及び評価の反映の仕方につ Ｂ：評価を適切に行っ 究課題の採択・不採択を決定した。 （留意事項）

いて、学術研究振興資金選考委員 た 研究課題の評価こそむずかしいが評価を

会で審議する。 Ｃ：評価を行わなかっ 行うことが重要である。

た

(4) 学術研究振興資金の交付を受けて行わ ( ) 研究成果の普及について 研究成果の普 ・以下の指標を踏まえ 研究成果の評価は難しいが、特に国立情4
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れた研究の成果を普及させるため、次の 及状況 及び学術研究振興資 Ａ 報学研究所への登録公開、ホームページ

ことを行う。 金の公表状況等につ での公開は有効と考えられる。

① 「学術研究振興資金研究概要」及び いて委員の協議によ

「学術研究振興資金学術研究報告」を ①刊行物の発行 り評定を決定

毎年度刊行する。また国立情報学研究 ア 「平成１５年度学術研究振 研究概要 Ａ： 概要 報告書 ①刊行物の発行「 」 「 」、「 」

」 「 」 、所「民間助成研究成果概要データベー 興資金研究概要 （実施済み) 及び「研究 等を刊行し交付を ア 平成 年度学術研究振興資金研究概要 は15

ス」に登録し、公開する。 イ 「平成１４年度学術研究振 報告書」の 受けて行われた研 平成 年 月 日に行われた学術研究振興資 Ａ15 6 20

興資金学術研究報告」 刊行状況 究成果等を普及し 金贈呈式の資料として当該学校法人の研究者、

。（ 月実施予定） た 経済団体等の来賓及び報道関係者等に配布した12

「 」、「 」 「 」②国立情報学研究所への登録公 Ｂ： 概要 報告書 イ 平成 年度学術研究振興資金学術研究報告14

開 等のいずれかの刊 は、平成 年 月 日に刊行し、当該学校法15 12 19

国立情報学研究所「民間助成 行が年度内にでき 人の研究者、寄付者である経済団体及び国会図

研究成果概要デ ー タ ベ ー ス 」 なかった 書館等へ配布した。

への平成 年度学術研究振 Ｃ：刊行物等を発行し ②国立情報学研究所への登録公開1 5

興資金採択研究の登録 なかった 平成 年度学術研究振興資金に採択された研究14

、 、 、 、（実施済み） テーマ 研究代表者氏名 研究期間 研究機関名

② 学術研究振興資金の交付先、交付額 ③「月報私学」への掲載 概要等のデータを平成 年 月 日に国立情報学15 8 4

及び研究テーマ等を毎年度「月報私学 「月報私学」への平成 年度 研究所へ送付し 「民間助成研究成果概要データベ1 5 、

」に掲載するとともに、ホームページ 学術研究振興資金の交付先、交 ース」へ登録した。

で公開する 付額及び研究テーマ等の交付状 ③「月報私学」への掲載

況の掲載（ 月号掲載済み） 平成 年度学術研究振興資金に採択した 件7 15 83

7④ホームページでの公開 の交付先 交付額及び研究テーマ等を 月報私学、 「

平成 年度学術研究振興資金 月号」に掲載した。1 6

の交付先、交付額及び研究テー ④ホームページでの公開

マ等の内示状況 月実施予定 平成 年度学術研究振興資金の採択を内示した（ ）3 16

73 16件の交付先、交付額及び研究テーマ等を平成

年 月 日にホームページで公開した。3 31

５ 教育条件・経営情報支援事業 ５ 教育条件・経営情報支援事業

(1) 私学経営相談センターの機能の充実に ( ) 経営診断・経営相談の実施に 経営診断・経 ・以下の指標を踏ま ①経営診断・経営相談の実施法人数1

努め、経営相談を実のあるものとするた ついて 営相談の実施 え、経営診断・経営 ァ 経営相談実施法人数 ３法人 今回専門家を外部相談員として委嘱し専

め、次のことを行う。 ① 経営診断・経営相談の実施法 状況等 相談の実施状況を勘 ・ 月報私学」平成 年 月号に経営相談・診 Ａ 門的な知識を得て対応した点は評価でき「 15 3

① 経営改善を必要とする学校法人の依 人数 案しつつ委員の協議 断の案内を掲載した。 る。今後、外部の専門家を活用する必要

頼に応じて、経営困難に陥る前の学校 ア 経営診断実施法人数 により評定を決定 ・平成 年 月 日付けで経営相談・診断の 性は増していくと考えられ、よい取り組15 3 26

法人を優先して、融資部、助成部と連 ３法人（２法人実施済み） 案内を送付した（平成 年 月 日申込締 み方である。また、アンケートおける満15 4 30

携しつつ、財務分析を基礎に教育条件 イ 経営相談実施法人数 切 。 足度 ％はよい数字と言える。） 85.7

を含む経営診断・経営相談を行う。 法人（ 法人実施済み） ・申込法人数は短大法人 法人、高校法人 法39 1 3 6 11

ウ さらに、経営困難に陥る直前 人で合計 法人であった。 （留意事項）17

と判断した学校法人からの申 ・短大法人 法人について経営診断を実施した 今後の各学校法人からの経営診断の要望3 。

込みがあった場合には、上記 （経営を全般的に分析する必要性の程度、診 にどれだけ応えられるかが、今後の課題
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に追加して経営診断・経営相 断事項から見た診断の必要性の程度、過年 と考えざるを得ない。

談を行う。 度における診断・相談の実施の有無などを

勘案して選定した ）。

イ 経営相談実施法人数 ３９法人

・ 月報私学」平成 年 月号に経営相談・診「 15 3

断の案内を掲載した。

・平成 年 月 日付けで経営相談・診断の15 3 26

案内を送付した（平成 年 月 日申込締15 4 30

切 。）

・申込法人数は大学法人 法人、短大法人 法39 6

、 。人 高校法人 法人で合計 法人であった21 66

・大学法人 法人、短大法人 法人、高校法人17 6

法人で合計 法人について経営診断を実18 39

施した。

（入学定員充足率、総負債比率、帰属収支差

額比率などの経営状況、相談事項から見た

診断の必要性の程度、過年度における診断

・相談の実施の有無などを勘案して選定し

た ）。

ウ さらに、経営困難に陥る直前と判断した学校

法人からの申込みがあった場合には、上記に追

加して経営診断・経営相談を行うこととしてい

たが、平成 年度は当初申込みの中に 法人含15 2

まれており、追加の該当はなかった。

② 経営診断・経営相談については、提 ② 経営診断・経営相談の内容充 経営診断等 ・満足度調査と提供す

供する数値データ及び情報等の内容を 実と満足度 の内容充実 る情報等の内容充実

充実させ、アンケート調査における依 ア 本年度から公認会計士及び弁 と満足度 について、委員の協 Ａ

頼法人の満足度を中期目標期間中、毎 護士を外部相談員として委嘱 議により評定を決定

年度70％以上とする。 し、学校法人の相談内容のう

ち、特別な課題については専 経営診断 Ａ：満足度が ％超 ②経営診断・経営相談の内容充実と満足度70

門的な知識を得て対応する。 ・経営相 Ｂ：満足度が ％超 ァ 平成 年度から公認会計士及び弁護士を外部60 15

イ 本年度に経営診断・経営相談 談を行っ ％以下 相談員として委嘱し、学校法人の相談内容のう Ａ70

を実施した学校法人を対象に、 た学校法 Ｃ：満足度が ％ ち、特別な課題については専門的な知識を得て60

回答内容の的確性、提供資料 人からの 以下 対応することとした。

の有効性等に関するアンケー アンケー ・平成 年 月 日付けで私学経営相談員 公15 12 1 （

ト調査を２月に実施する。満 トでの満 認会計士 名、弁護士 名）を委嘱した。1 1

足度は ％以上とする。 足度調査 ・平成 年 月 日に私学経営の困難な状況7 0 16 3 16

。アンケート調査の結果を基に について私学経営相談員と意見交換を行った

平成 年度以降の経営診断 イ 平成 年 月 日付けで平成 年度に経営1 6 16 2 18 15

・経営相談の改善を図る。 相談を実施した法人に対して満足度アンケート
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ウ 下記③アの「学校法人の経営 を実施した（平成 年 月 日締切 。また、16 3 5 ）

改善方策に関するアンケート」 平成 年 月 日付けで平成 年度に経営診16 3 15 15

調査により得られる優れた教育 断を実施した法人に対して満足度アンケートを

条件あるいは経営改善の具体的 実施した（平成 年 月 日締切 。16 3 26 ）

事例を、現地訪問等によりさら ・両アンケートの回答で「満足」と回答した法

人の割合は、 であった。85.7%

に詳細に調査し、経営診断・経 ウ 優れた教育条件あるいは経営改善の具体的事

営相談に反映させるなど学校法 例を経営診断・経営相談に反映させるため 「学、

人の参考に供する。 校法人の経営改善方策に関するアンケート （平」

成 年 月実施）及びマスコミ情報などを基に15 6

12 16選定した の法人又は学校に対して、平成

年 月に現地へ赴き、経営等情報収集調査を実2

施した。

・調査を実施した中で 件は 「月報私学」の平5 、

成 年 月号から 月号まで、事例紹介とし16 6 8

て掲載する予定である・

③ 学校法人の経営改善事例等の 学校法人の Ａ：学校法人の経営改 ③学校法人の経営改善事例等の調査収集及び刊行③ 15歳及び18歳人口の減少を背景

調査収集及び発刊 経営改善事 善に関する有益な ァ 平成 年 月、平成 年度に実施した「学とした厳しい経営環境のなかで、 15 4 10

ア 歳人口の減少期における 例等の刊行 事例集を発刊し、 校法人の経営改善方策に関するアンケート」を Ａ経営改善に取り組む学校法人の事 18

経営者の意識及び改善方策に 状況 学校法人等へ情報 基に、経営相談で質問の多い項目等を新たに設例等を調査収集し、研究・分析の

ついて、５年前の調査結果と 提供を行った 問に加え、アンケートを作成し、 月に大学及結果得られた成果を、刊行物とし 6

比べるため、人事管理、経理 Ｂ：事例集を発刊した び短期大学法人に対して発送した（対象法人数て中期目標期間中毎年度発刊する。

・財務、教育、募集対策等の Ｃ：事例集を発刊でき 法人 。649 ）

人を対象として「学校法人の なかった ・ 月末にアンケートを回収（回収率 ）7 94.8%

経営改善方策 に 関 す る ア ン し、基礎データチェックのうえ、 月にパン8

ケート 調査を実施する 調 チ業者にデータ入力作業を依頼した。 月上」 （ 9

査票発送済み 。 旬納品。）

同調査結果を研究分析し、そ ・ 月からアンケートデータの編集・校正作業9

の成果を「学校法人の経営改善 を開始し、アンケートの集計速報を「月報私

方策に関するアンケート報告」 学」 月号に掲載した。12

として刊行物にまとめ、２月末 ・平成 年 月に業者に印刷、製本を依頼し、16 1

に発刊する。 私学経営情報第 号「学校法人の経営改善方20

イ 学生募集や法人経営に資する 策に関するアンケート」報告として 月に発2

。 、ため、学校法人基礎調査のデ 刊した 大学・短期大学法人ほか文部科学省

ータに基づき大学・短期大学 私学関係団体等に配布した。

の入学志願動向を研究分析し、 ・アンケート集計結果の概要を月刊誌「学校法

その成果を「平成 年度私立 人」平成 年 月号から 月号 「教育学術1 5 16 4 7 、

大学･私立短期大学入学志願動 新聞」平成 年 月 日号以降全 回にわ16 3 10 6

向（速報 」として刊行物にま たり掲載した。）
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とめ、発刊する（発刊済み 。 イ 「平成 年度私立大学・私立短期大学入学志） 15

願動向（速報 」を平成 年 月に発刊（集計） 15 8

学校数 大学 校、短期大学 校）し、大521 415

学・短期大学法人ほか文部科学省、私学関係団

体等に配布した。

④ 行政機関の依頼に応じて行う学 行政機関の Ａ：経営分析の依頼件 ④行政機関の依頼に応じて行う学校法人の経営分④ 行政機関の依頼に応じて学校

校法人の経営分析 依頼に応ず 数に対する実施割 析法人の経営分析を行う。

ア 文部科学省の依頼に応じて、 る学校法人 合が ％ ァ 文部科学省高等教育局私学部参事官室から経 Ａ100

入学状況が不振となり経営困 の経営分析 Ｂ：やむを得ない合理 営困難に陥った所轄の 法人に関する経営分析7

難 に 陥 っ た 学 校 法 人 、 あ る 状況 的な理由により実 の依頼があり、各法人から同省に提出された資

い は 財 政 運 営 の 適 正 を 欠 い 施割合が 以上 金計画の実行可能性等を分析した。80%

調査結果検討 経営分析依頼 経営分析提出て 経 営 困 難 に 陥 っ た 学 校 法 Ｃ：やむを得ない合理 学校法人

15.10.23 15.10.26 15.11.27人 な ど の 資 金 計 画 の 実 行 可 的な理由もなく実施 １．Ａ法人

80 15.10.23 15.12.12 16.1.16能性等について経営分析を 割合が ％未満 ２．Ｂ法人

15.10.23 15.12.19 16.1.30行う。 ３．Ｃ法人

15.10.23 15.12.19 16.1.30イ 地方公共団体の依頼に応じ ４．Ｄ法人

15.10.23 16.1.26 16.3.18て、アに準じて学校法人の経 ５．Ｅ法人

16.1.7 16.2.23 16.3.24営分析を行う。 ６．Ｆ法人

16.1.7 16.2.13 16.3.31７．Ｇ法人

イ 京都府の私立高校経営改革支援事業として、

京都府私立中学高等学校経営者協会から経営の

6健全化を図るための経営相談の依頼があった

法人（大学法人 法人、高校法人 法人）は、1 5

経営相談実施法人数 法人に含めた。39

、(2) 私学サーバファームを中核とする総合 ( ) 私立学校のニーズに合った情 私立学校のニ ・以下の指標を踏まえ 計画達成のために必要なシステムの開発2

的情報ネットワークの整備により、私学 報の提供について ーズに即した て委員の協議により 調査内容の見直し等が行われている。

データバンクを構築し、私立学校のニー ① 私学データバンク構築のため 情報提供の状 評定を決定 Ａ

ズに合った情報を提供するため活用度調 の総合情報ネットワークの整 況

査を行い、私立学校に必要な情報の提供 備（前出「Ⅰ業務運営の効率 総合ネット 再 掲 ①「Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成す

を図る。 化に関する目標を達成するた ワークの るためにとるべき措置 ６ 教育条件・経営情

めにとるべき措置 ６ 教育条 整備状況 報支援事業」に計画した開発を行った。 Ａ

件・経営情報支援事業」に(本

資料５ﾍﾟ ｰ ｼ ﾞ）記載）

② 活用度調査

私立学校のニーズに合った情

報を提供するため、本年度は学 活用度調査 ・活用度調査の準備の ②活動度調査

、校法人基礎調査で 収 集 し た 項 の状況 進捗状況等について 私立学校のニーズに合った情報を提供するため

目 の 見 直 し を 行 う と と も に 平 委員の協議により 学校法人基礎調査について事業団、私学団体及び Ａ



- 23 -

成 年度予定の活用度調査 評定を決定 文部科学省との間で検討し、学校法人基礎調査の1 6

「 」 。の実施に向けて準備を行う。 うち 学生納付金調査 について見直しを行った

また、私立学校のニーズにあった情報を提供す

るため、平成 年度予定の活用度調査の実施に向16

けて、調査方法・内容等の具体的検討を行った行

った。その結果、活用度調査案（＝私学サーバー

ファームにおける情報収集及び情報提供システム

（ ）） 、の活用度についてのアンケート 依頼 を作成し

平成 年度実施に向けての準備を行った。16

６ 情報収集・提供・広報・普及啓発６ 情報収集・提供・広報・普及啓発

(1) 公表資料については、担当部署間の連 ( ) 公表資料のホームページへの 公表資料の公 Ａ：公表と同時にホー ( )法令で公表が義務づけられている資料、事業団1 1

携を図り、最新情報の提供を原則として 掲載について 表手段・状況 ムページに掲載 の公表資料について最新の情報をホームページに Ｂ 公表日( )より遅れた理由には、合理10/1

公表と同時にホームページに掲載する。 最新情報の提供を原 則 と し て Ｂ：やむを得ない合理 掲載し、学校法人及び一般に広く周知した。 的理由があると判断できる。

15 10公 表と 同時 に ホー ム ペ ー ジ に 的な理由でホーム ァ・役員の数 氏名 任期及び経歴：平成 年、 、

掲 載 す る （ 掲 載 済 み ） ページへの掲載公 月 日、 月 日、平成 年 月 日掲載。 1 10 9 16 1 5

ア 法令で公表が義務付けられ 表が遅れた ・役員の経歴等の公表：平成 年 月 日、15 10 16

ている資料 Ｃ：やむを得ない合理 月 日、平成 年 月 日掲載11 19 16 1 9

イ 月報私学（以下組織規程の 的な理由もなくホ ・中期目標：平成 年 月 日掲載15 10 10

部制順） ームページへの掲 ・中期計画：平成 年 月 日掲載15 10 10

ウ 事業団のあらまし 載が遅れた ・平成 年度計画：平成 年 月 日掲載15 15 10 16

エ 行政コスト計算財務書類 ・事業団法：平成 年 月 日掲載15 10 10

オ 融資ガイド ・助成業務方法書：平成 年 月 日掲載15 10 10

15 10 10 12 12カ 融資金利表 ・役員給与規程：平成 年 月 日 月、

キ 私立大学等経常費補助金取 日掲載

扱要領・配分基準 ・役員退職手当規程：平成 年 月 日、平15 10 10

ク 特別補助配分基準 成 年 月 日掲載16 2 18

15 10 16 12 12ケ 私立大学等経常費補助金交 ・職員給与規程：平成 年 月 日 月、

付状況 日掲載

コ 受配者指定寄付金受入事業 ・職員退職手当規程：平成 年 月 日掲載15 10 16

一覧 ・医療施設職員規程（抜粋 、医療施設職員退職）

サ 学術研究振興資金採択状況 手当規程、宿泊施設職員規程（抜粋 、宿泊施）

シ 学術研究振興資金研究課題 設職員退職手当規程：平成 年 月 日掲15 10 10

一覧 載

15 10 2 11 5 12など イ 月報私学：平成 年 月 日 月 日、 、

2 16 1 5 2 2 3 1月 日 平成 年 月 日 月 日 月、 、 、

日掲載

15 4 16 9ウ 事業団のあらまし：平成 年 月 日、

月 日掲載10
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15 9 11エ 行政コスト計算財務書類：平成 年 月

日掲載

オ 融資ガイド：平成 年 月 日掲載16 3 23

15 10 14 11カ 融資金利の改定：平成 年 月 日、

14 12 10 16 1 19 2月 日 月 日 平成 年 月 日、 、 、

月 日、 月 日掲載12 3 10

キ 私立大学等経常費補助金取扱要領・配分基準

：平成 年 月 日掲載15 5 16

ク 特別補助配分基準：平成 年 月 日掲載15 5 16

ケ 平成 年度補助金交付状況：平成 年 月14 15 10

日掲載23

コ 受配者指定寄付金受入事業一覧：平成 年15

11 19 12 12 16 1 19 2月 日 月 日 平成 年 月 日、 、 、

月 日、 月 日掲載18 3 16

サ 平成 年度学術研究振興資金採択状況：平成15

年 月 日掲載15 10 16

シ 平成 年度学術研究振興資金採択課題一覧：16

平成 年 月 日掲載16 3 31

(2) 学校法人等に対する情報提供システム ( ) データチェック機能の一層の 私立学校への ・チェック機能の充実 必要に応じて活用できるシステム構築と2

（私学データ作成システム、学校法人情 充実について 情報提供シス について以下の指標 して評価できる。

報検索システム及び今日の私学財政閲覧 本年度は検索データの確実性の テムのチェッ を踏まえ委員の協議 Ａ

システム）の情報の更新に要する期間に 検証、個別法人等情報の特定防止 ク機能の充実 により評点を決定 （留意事項）

ついては、チェック機能の一層の充実を などのデータチェックマニュ システムがどの程度活用され、どのよう

図り、中期目標期間中にデータのチェッ アルを作成し、データチェッ データチェ Ａ：データチェック機 ( )従来、私学経営相談センターが学校法人からの な成果に結びついているのかのデータフ2

ク完了後２か月以内に更新する。 ク完了後３か月以内に更新す ック完了後 能の一層の充実を 要望に応じて作成・提供していた財務帳票等を、 ォロー及び個別学校法人のデータのセキ

る。 の更新時期 図ることにより目 学校法人がインターネットを利用して直接入力で Ａ ュリティの確立への努力が必要。

標期間を大幅に短 きる「私学データ作成システム」及び、学校法人

縮して更新を行っ に刊行物として配布している「今日の私学財政」

た を、インターネットで閲覧できる「今日の私学財

Ｂ：目標期間内に更新 政閲覧システム」を開発するにあたり、開発と平

を行った 行して、両システムの基礎となるデータの整理と

Ｃ：目標期間内に更新 確認を行い、両システムのデータの整合性及び個

できなかった 別の学校法人にデータが特定できないようチェッ

クを行った。

平成 年度、データチェックは平成 年 月15 15 10

27 16 1 23日に完了し、データの更新は平成 年 月

日に行った。

なお、開発過程で行った両システムのデータの

チェック項目、チェック方法を整理・点検・統合
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し、データチェックマニュアルとして作成した。
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○財務内容の改善に関する事項

評 価 基 準 評 定

評価指標又は

中 期 計 画 の 各 項 目 年 度 計 画 評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 評価項目・指標に係る実績 段階的評定 定性的評価及び留意事項等

（ 。）、Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む 、収。） Ⅲ 予算 人件費の見積もりを含む

収支計画及び資金計画支計画及び資金計画

、 、１ 収益の確保、予算の効率的な執行、適 １ 収益の確保 予算の効率的な執行

新たな収入源についての具体的方策がまと切な財務内容の実現 適切な財務内容の実現

業務運営に必要な収益を確保する観点 平成 年度以降新たな収入源 新たな収入源 Ａ：新たな収入源につ 検討経緯 Ａ まっている。1 6

から、例えば刊行物販売等新たな収入源 の 確 保 を 図 る た め 、 刊 行 物 販 売 確保の検討状 いて検討し、具体 ・平成 年 月15 12

の確保を図る。 等に向けた方策を立案する。 況 的な方策がまとま 無料で学校法人に提供してきた「今日の私学財

った 政」を増刷し、増刷分を有料販売することとし

Ｂ：新たな収入源につ た。

いて検討した 出版関係 社から刊行物販売等に向け、ヒヤリ3

Ｃ：新たな収入源につ ングを実施した。

いて検討していない ・平成 年 月～ 月16 1 2

刊行物販売方法については検討を重ね、委託販

売することとした。

・平成 年 月16 3

販売業者 社に刊行物販売の契約に関する仕様3

書を提示した。

リスク管理が以前より具体的になった点を２ 財務内容の管理・運営の適正化 ２ 財務内容の管理・運営の適正化

財政状態の健 ・債権の適切な回収状 債権回収のさらにきめ細やかな対応を図るため 評価。総合的なリスク管理を行うことや 総合的なリスク管理を行うことや 、

全性の確保、 況や信用リスクにつ 「回収業務取扱要領（平成 年 月 日理事長 Ａ債権の適切な回収を図ることなどに 債権の適切な回収を図ることなどに 10 3 31

収支状況の改 いての自己査定基準 裁定 」を平成 年 月 日に改正した。より財政状態の健全性の確保及び収 より、財政状態の健全性の確保及び ） 16 3 26

善状況 による債権の管理状 自己査定基準での債権者区分による引当金計算支状況の改善を図る。 収支状況の改善を図る。

況等について、委員 方法を細分化した。特に信用リスクについては、金融 特に信用リスクについては、金融

による協議により評検査マニュアルに準じた自己査定基 検査マニュアルに準じた自己査定基

定を決定準による厳格な管理を実施する。 準による厳格な管理を実施する。

収入・支出予 Ａ：収入の確保が図ら ※１ 貸付金は、学校法人への貸付額が当初予算 事業団の性格上さまざまな要因があり、今３ 期間全体に係る予算 ３ 期間全体に係る予算

算について適 れ、適正な執行が を下回った。それに伴い、貸付財源である財 後への不確かさが懸念される。別紙１ 別紙１

正な執行を行 されている 政融資資金及び長期勘定からの借入金は、借 Ｂ
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ったか Ｂ：収入は概ね確保さ 入額が減少した。

れ、支出において ※２ 私学振興債券は 発行価格が 円 銭 ア、 （99 93

） 。は収入状況に応じ ンダーパー発行 となったことから減少した

た適正な執行がさ ※３ 貸付回収金は、貸付金の繰上償還予定額を

れている 抑制したことにより減少した。

Ｃ：収入の確保が図ら ※４ 貸付金利息は、新規貸付金の減少及び利息

れず、支出につい の当初予算積算上の貸付利率と実績が相違し

ても収入に応じた たことにより減少した。

執行がなされてい ※５ 国庫補助金は、国の節約による補正予算編

ない 成により減少したものであり、それに伴い交

付補助金も減少した。

※６ 受入寄付金が増加したため、それに伴う支

出として、配布寄付金も増加した。

※７ 雑収入は、私立大学等経常費補助金の額の

確定による補助金返還額が増加したものであ

り、それに伴い、学校法人から返還された分

を国庫に返納する雑支出も増加した。

※８ 借入金償還は、財政融資資金への繰上返済

により増加した。

※９ 借入金利息、債券利息は、新規借入金の減

少及び利息の当初予算積算上の借入等利率と

実績が相違したことにより減少した。

※10 助成金、長期勘定への繰入は前年度利益金

を財源としており、平成 年度の利益金が当14

初予算を上回ったため増加した。

※11 人件費は、給与の減額改定を実施したこと

等により減少した。

※12 一般管理費、業務経費は、印刷製本費・機

関誌刊行・建物修繕・債権管理等の経費を節

減したことにより減少した。

収益・費用に Ａ：計画以上の利益が ※１ 補助金等収益は、国の節約による補正予算 全体的に努力している点を評価。４ 期間全体に係る収支計画 ４ 期間全体に係る収支計画

ついて効率化 確保された 編成により減少したものであり、それに伴う別紙２ 別紙２

が図られたか Ｂ：概ね計画どおりの 費用として、交付補助金も減少した。 Ａ （留意事項）

収支であった ※２ 借入金利息、債券利息は、新規借入金の減 当期（平成 年度）利益 億円は貸付資15 20

Ｃ：大幅な損失を計上 少及び利息の当初計画積算上の借入等利率と 金積立金の積み立て方法を見直したことに

する結果となった 実績が相違したことにより減少した。 伴い発生した臨時利益であり、経常利益が

※３ 配布寄付金は、学校法人からの寄付金の受 減少している点には注意が必要である。

入れが増加したことに伴い、寄付金の配布も
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増加した。

※４ 貸倒引当金の計上基準の変更に伴い、平成

年度末における要引当額に対して引当金の15

戻入が生じたことから、貸倒引当金繰入は減

少し、貸倒引当金戻入が増加した。

※５ 業務経費は、給与の減額改定を実施したこ

と及び債権管理等の費用を節減したことによ

り減少した。

※６ 一般管理費は、給与の減額改定を実施した

こと及び印刷製本等の費用を節減したことに

より減少した。

※７ 雑益は、私立大学等経常費補助金の額の確

、定による補助金返還額が増加したものであり

それに伴い、学校法人から返還された分を国

庫に返納する雑損も増加した。

※８ 貸付金利息は、新規借入金の減少及び利息

の当初計画積算上の貸付利率と実績が相違し

たことにより減少した。

※９ 寄付金収益は、学校法人からの寄付金の受

入れが増加したことにより増加した。

、 、※10 前期損益修正益は 会計基準の変更に伴い

前期以前の損益を修正したことに伴い生じた

ものであり、貸倒引当金の計上基準が変更に

なったこと等により増加した。

バランスのと Ａ：資金収入、資金支 ※１ 国庫補助金収入は、国の節約による補正予 日本私立学校振興・共済事業団は国からの５ 期間全体に係る資金計画 ５ 期間全体に係る資金計画

れた資金の運 出決定額のバラン 算編成により減少したものであり、それに伴 運営費交付金は受けず、貸付業務の利益に別紙３ 別紙３

営が図られた スがとれた運営で う支出として、交付補助金も減少した。 Ａ より人件費を含む全ての事業の実施に伴う

か あった ※２ 貸付による支出は、学校法人への貸付額が 必要経費をまかない業務を行っている法人

Ｂ：資金支出が資金収 当初計画を下回った。それに伴い、貸付財源 であり、全体的な資金計画は評価できる。

入を上回ったが、 である財政融資資金及び長期勘定からの借入

運営に必要な資金 による収入が減少した。

が確保された ※３ 長期借入金の返済による支出は、財政融資

Ｃ：資金支出が資金収 資金への繰上返済により増加した。

入を上回り運営に ※４ 借入金利息支出、債券利息支出は、新規借

必要な資金が確保 入金の減少及び利息の当初計画積算上の借入

。されなかった 等利率と実績が相違したことにより減少した

※５ 受配者指定寄付金の受入による収入が増加

したため、それに伴う支出として、受配者指
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定寄付金の配布にいる支出も増加した。

※７ 人件費支出は、給与の減額改定を実施した

こと等により減少した。

※８ 助成金の交付による支出、長期勘定へ繰入

、による支出は前年度利益金を財源としており

平成 年度の利益金が当初計画額を上回った14

ため増加した。

※９ 貸付金の回収による収入は、貸付金の繰上

償還予定額を抑制したことにより減少した。

※10 貸付金利息収入は、新規貸付金の減少及び

利息の当初計画積算上の貸付利率と実績が相

違したことにより減少した。

※11 債権の発行による収入は、発行価格が 円99

銭（アンダーパー発行）となったことから93

減少した。

※12 その他の業務収入は、私立大学等経常費補

助金の額の確定による補助金返還額が増加し

たこと等により増加した。

Ⅳ 短期借入金の限度額 Ⅳ 短期借入金の限度額

短期借入金の短期借入予定なし 短期借入予定なし

状況
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○その他主務省令で定める業務運営に関する事項

評 価 基 準 評 定

評価指標又は

中 期 計 画 の 各 項 目 年 度 計 画 評価項目 Ａ Ｂ Ｃ 評価項目・指標に係る実績 段階的評価 定性的評価及び留意事項等

Ⅴ その他主務省令で定める業務運営に Ⅴ その他主務省令で定める業務運営

関する事項 に関する事項

１ 施設・設備に関する計画 １ 施設・設備に関する計画

施設・設備に関する計画なし別紙４

２ 人事に関する計画 ２ 人事に関する計画

人事管理の状

況

(1）方針 ( ）方針1

（ ）職員の専門的な能力の向上 職員の資質・ ・研修の実施状況につ ①当該研修は、私立学校の教育条件・経営の改善 研修を実施することは大切であり必要であ① 職員の専門的な能力の向上を図 1

を図るための研修の実施 能力向上に向 いて に向けた様々な取組みを支援するために、改善方 Ａ るが、報告書のとおり実施していることはるため、実務的な研修や専門的研

① 私立学校の教育条件・経営 けた取組み状 Ａ：年度計画に掲げる 策の考え方、改革の実践などを学び、私学の現状 評価できる。修を実施する。

の改善に向けた様々な取組み 況 取組みをすべて達成 を把握し、私学経営相談センター職員が行う経営

を支援するために、改善方策 Ｂ：年度計画に掲げる 相談等の業務に資することを目的として実施した （留意事項）。

の考え方、改革の実践などを 取組みをほぼ達成 回 数 テーマ 講 師 実施日 受講者の満足度や受講後の意欲の変化など

学び、私学の現状を把握し、 Ｃ：年度計画に掲げる データ化し研修の効果性をチェックするこ（参加人数）

私学経営相談センター職員が 取組みをほとんど 第一回 とも重要なのではないか。カリキュラム改革の現場 多摩美術大学生産デザイン学科教授 ６月１１日

（５９名）行う経営相談等の業務に資す 達成できなかった

学校法人の財政改革 ７月２２日ることを目的とした研修 第二回 早稲田大学副総長

（６２名）ア 開催回数 ８回

激流を漕いで苦悶苦粘 尽誠学園香川短期大学就職進学部長 ８月２７日（４回実施済み） 第三回

－香川短期大学学生の （５３名）イ 研修講師 私立学校関係

キャリア探しを支援してー者等の外部講師

改革と評価 ９月１８日ウ 研修対象者 私学経営相 第四回 法政大学常務理事

（外部資金の導入） （５９名）談センターの職員及び希望

私立大学の人事政策について 東京理科大学常務理事 １０月３１日する役職員 第五回

（６０名）

私学の現場からの報告第六回

①学園の財政運営 実践女子学園常務理事 １１月２８日

②法人運営の現状と課題 海城学園総務部長 （６０名）

③監事機能の強化について 金子教育学園常任幹事

目標管理による経営戦略と 芝浦工業大学常務理事 １２月１８日第七回
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事業計画策定 （６３名）

私立中高の活性化を目指す 富本教育研究所所長 ３月２２日第八回

現場からの頼り （４４名）

② 助成業務全般に共通した ②当該簿記研修は、助成業務に共通した知識であ

知識である学校法人会計を る学校法人会計を理解する上で最低限必要となる

理解する上で、最低限必要 知識を修得することを目的として実施した。

となる簿記研修 区 分 受 講 期 間 受講者数

ア 対象人数 第一回 月 日～ 月 日 ２名6 16 7 17

６人（３人受講済み) 第二回 月 日～ 月 日 １名7 28 9 4

イ 簿記専門学校が行う短期 第三回 月 日～ 月 日 １名1 27 2 27

講習（１か月コース） 第四回 月 日～ 月 日 ２名2 23 3 25

ウ 研修対象者 希望する若

手職員

③ 職員の資質向上を図り、 ③当該職員内部研修は、平成 年 月からの独15 10

業務遂行上必要な総合的知 立行政法人に準じた管理手法の導入に伴い、助成

識の修得を目的とした内部 業務に従事する職員の意識改革及び資質向上、並

研修の実施 びに現段階において助成業務が抱える諸問題を明

ア 開催回数 確に理解し、もって今後の業務を執行する上での

。８回（３回実施済み） 総合的知識を修得することを目的として実施した

参加者数イ 研修講師 内部職員 回 数 テ ー マ 講師 実施日

助成勘定の損益構造について 財務部経理第一課 ①７月１７日 ３１名（課長若しくは課長補佐) 第一回

課長補佐 ②７月２３日 ３１名ウ 研修対象者

計６２名助成業務に従事する全

私立大学の現状と課題 私学経営相談セン ①８月１日 ４４名係員及びその他希望する 第二回

ター調整主幹 ②８月７日 ３３名職員

計７７名

私学データバンク構想について 私学情報部データ ① 月３日 ２４名第三回 9

ベース課課長補佐 ② 月１１日 ３０名9

計５４名

中期計画について 企画室参事 ①１０月１５日 ３２名第四回

②１０月１５日 ３５名

計６７名

貸付事業について・繰上償還の 融資部融資課第五回

現業他 課長補佐 ①１０月３０日 ４０名

融資部債権管理課 ②１１月５日 ３３名

課長補佐 計７３名

補助金の動向について 助成部補助金課 ①１１月１２日 ３５名第六回

課長補佐 ②１１月１９日 ２０名
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計５５名

寄付金業務の動向について 助成部寄付金課 ①１１月２６日 ２１名第七回

課長補佐 ②１２月３日 ２９名

計５０名

事業団と文科省等との認可申 総務部総務課長 ①１２月１１日 ３４名第八回

請・届出などの事務体制のあ ②１２月１７日 ３２名

り方について 計６６名

④ 新入職員に対して各業務 ④当該新入職員研修は、採用後 年未満の職員に1

における職務の概要の修 対し、事業団の各業務における職務の概要の修得

得を目 的 と し た 研修 を目的とした実施した。

ア 実施期間 採用後 か月 ・ 月採用者については、採用後 か月経過後3 4 3

15 7 9 14 10 9経過後（ 年 月 日 平成 年 月採用者については 採用後（ 、

～ 日に実施済み） か月経過後）に実施した11

イ 研修講師 管理職 ・講義内容は、各課（室、センター及び班を含

（各業務別の研修) む）の事務所管の概要とした

、 （ 、 ）ウ 研修対象者 ・講師は 担当課 室 センター及び班を含む

採用後 年未満の職員 の管理職とした1

・実施日は 月 日～ 日（ 日間 、受講者7 9 11 3 ）

数は 名（うち助成業務は、 名）であった8 3

( ) 現在行っている業務委託等の 業務効率化の Ａ：業務委託について 現在行っている業務委託（アウトソーシング）② 業務執行の効率化を図るため、 2

対象範囲を拡大し、より業務執 ための業務委 検討し、業務効率 の具体的実施内容は、以下のとおりである。 導入には至らなかったものの、事務効率化業務委託等を検討する。

行を効率的に行うための検討を 託の状況及び 化に反映した。 設備保守・運転、自動車運行、警備・受付、給 Ｂ のための検討がなされている。次年度以降

行い、順次実施する。 検討状況 Ｂ：業務委託について 与計算処理、ソフトウェア開発、システムメンテ も事務効率化に関する積極的な検討・効率

（ 参 考 ） 現 在 行 っ て い る 業 務 検討した ナンス、システム稼働維持支援、サイバーファー 化の実現が望まれる。

委託について Ｃ：検討していない ムシステムコンサルタント、ネットワークシステ

ア 設備運転・ビル管理 ムセキュリティ管理・運用、パンチデータ入力、

イ 自動車運行 ＡＬＭ分析支援・アドバイス

ウ 警備・受付 平成 年度は、出張管理業務の業務効率化と経15

エ 給与計算処理 費削減を同時に実現する総合的なシステムについ

オ システム開発・管理・ ての検討を行った。

運用 具体的には､ が提供している総合出張管理JTB

システム【 】について検討した。J's NAVI

【 】の特徴J's NAVI

・社内 に接続されたすべてのパソコンでのLAN

利用が可能（利用者全員がインターネットを利

用可能であること）

・出張申請・承認、チケットの手配、精算申請・

承認、経理計上など、出張に関わる全てのプロ
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セスをシステム化

・ペーパーレスのワークフォローシステム、キャ

ッシュレス精算、二重入力の作業の排除、検算

の廃止などを通じて、旅費精算業務を大幅に効

率化し、間接経費が削減可能

、・旅行業者のビジネストラベルサービスと連動し

実費精算、月締め一括払いなどを通じて旅費の

削減が可能

・導入に際しては、最低 人以上の利用者の確500

保が損益分岐点

事業団に導入するために問題点

・事務所が 箇所（九段・湯島）であり、事務所2

間のコンピュータは つの で結ばれてい1 LAN

ない（導入する場合は、 倍経費がかかる 。2 ）

・両事務所とも職員 人 台のパソコン環境はで1 1

きているが、湯島事務所におけるインターネッ

ト環境が十分でない。

・九段事務所（ 人規模）と湯島事務所（ 人100 250

規模）合わせても、採算が合うとされている人

数（最低 人以上）を確保できない。500

平成 年度の検討結果15

・事務所の一本化、インターネット環境の整備及

び導入コストの低価格化が実現しないとコスト

削減にはならない。よって、現時点での導入は

時期尚早であるとの結論を得た。

( ) 人員配置の実施に当たっては、 適切な人員配 ・事業団が行う、人員 平成 年度の新規採用者は、 月に 名、 月 補充人事のみ実施し、優秀な人材を得るた③ 人員配置の実施に当たっては、 3 15 4 2 10

業務量及び職員の能力に応じ適 置の見直し状 配置計画及び配置状 に 名を採用した。いずれも欠員補充であり定員 め文部科学省文教団体職員採用試験を活用業務量及び職員の能力に応じ適正 2

正かつ計画的に行う。 況 況について事業団か の 人以内とした。 Ａ した点を評価。かつ計画的に行う。 105

① 月から新規に２名を採用 ら聴取したことを踏 平成 年度 月の定期人事異動に際しては 平10 16 4 、「

する （欠員補充） まえ委員の協議によ 成 年度人事異動基本方針」を策定し、異動の準。 16

② 春季の定期人事異動に際して り評定を決定 備を行った。、

職員の能力に応じ適正な人事配

置を実施する。

( ) 文部科学省文教団体職員採用 人材確保のた ・事業団が行った優秀 職員の採用に当たっては、平成 年度文部科学④ 職員採用に当たっては、原則と 4 15

試験の活用について（実施済 めの取組み状 な人材を確保するた 省文教団体職員採用試験（平成 年度の職員採用して文部科学省文教団体職員採用 16

み） 況 めの取り組み及びそ のための試験）を活用し実施した。 Ａ試験を活用し、優秀な人材の確保

ア 試験日 月 日 の結果について、事 文部科学省文教団体職員採用試験は、文部科学を図る。 7 27

イ 募集人員 ７名 業団から聴取した内 省が所管する特殊法人・財団法人等のうち文教関

ウ 応募人員 １８６名 容を踏まえ委員の協 係団体 団体で組織し、そのスケールメリットに12
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議により評定を決定 より採用に係る経費を縮減し、 団体では募集が1

困難である受験者数を確保するために統一試験と

して実施した。

15 10 4事業団としては 平成 年 月採用予定者数、

人（うち助成業務 人）平成 年 月採用予定者2 16 4

数 名（うち助成業務 人）の計 人の採用を予3 1 7

15 10 4定した。結果として、平成 年 月採用者数

2 16 4 6人 うち助成業務 人 平成 年 月採用者数（ ）、

人（うち助成業務 人）となった。2

（2）人員に係る指標

常勤職員については、その職員

数の抑制を図る。

（参考１）

①期初の常勤職員数 １０５人

②期末の常勤職員数の見込み

１０３人以内

（参考２）

中期目標期間中の人件費総額見込

５，３５１百万円み

ただし、上記の額は、平成15年度

の給与ベースによる役員給与並びに

職員基本給、職員諸手当、超過勤務

手当、福利費及び退職給与金に相当

する範囲の費用である。

３ 中期目標期間を超える債務負担

なし


	〔全体評価〕
	〔項目別評価〕
	○業務運営の効率化に関する事項
	○国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項
	○財務内容の改善に関する事項
	○その他主務省令で定める業務運営に関する事項


